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※人口、人口増加率、世帯数、生産年齢人口比率は、平成22年国勢調査の速報による。
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○千葉市は、東京都心まで約４０㎞、新東京国際空港（成田）まで約３０㎞に位置し、立地条件は良好です。
○人口は年々増加しており、約９６万人、世帯数は約４１万世帯です。

市制施行 大正10年１月１日

政令指定都市移行 平成 ４年４月１日

平均気温 16.3℃

面積 272.08k㎡

位 置 東京都心まで約40㎞、成田空港まで約30㎞

人口 962,130人（H22.10.1)

人口増加率 4.1％

世帯数 406,450世帯（H22.10.1)

生産年齢人口比率 65.7％（全国平均63.7％）

Ⅰ 千葉市の概要

千葉市のプロフィール



広大な敷地を有する
首都圏最大級の内陸
工業団地
＜主な立地企業＞

食研（本社）
イトーキ
小池酸素
昭和電工
タバタ
日清紡

土気緑の森
工業団地

千葉食品工業団地を中
心に製造・運輸業等が
集積

＜主な立地企業＞
新東日本製糖（本社）
千葉製粉（本社）
古谷乳業（本社）
Jｵｲﾙﾐﾙｽﾞ
中国木材
日清製粉
日本瓦斯
日本製粉
不二製油
山崎製パン

中央港・新港地区

情報・通信産業の業務・研
究機能が集積。

＜主な立地企業＞
イオン(本社)
キッツ（本社）
ＱＶＣ（本社）
ｾｲｺｰｲﾝｽﾂﾙ（本社）
ｼｰ･ｳﾞｨ･ｴｽ･ﾍﾞｲｴﾘｱ（本社）
ＡＣＣＥＳＳ
ＩＢＭ
シャープ
富士通

幕張新都心

鉄鋼・電力等の素材
型工業が集積
＜主な立地企業＞

ＪＦＥスチール
東京電力

臨海部

一般機械・金属加
工型工業が集積
＜主な立地企業＞
アルケア
ＳＥＭＩＴＥＣ
鬼怒川ｺﾞﾑ（本社）
二宮産業（本社）
住友建機
住友重機
日東紡

緑豊かな自然の中
に整備された業務
用・研究所用地
＜主な立地企業＞
タダノ

ちばリサーチ
パーク

内陸部

１事業所当たり
製造品出荷額

第１位
千葉市 16億5,732万円
第２位
川崎市 15億6,065万円
第３位
北九州市 13億6,651万円

出典；経済産業省「平成２０年 工業統計
調査」

従業員１人当た
り製造品出荷額

第１位 川崎市 7,834万円
第２位 堺市 6,000万円
第３位 千葉市 5,809万円

出典；経済産業省「平成２０年 工業統計
調査」

１．成田・羽田空港のほぼ中間地点に位置。
（成田空港に一番近い政令市）

２．国内有数の貨物取扱量を誇る千葉港。
３．首都・東京へのスムーズなアクセス。

⇒ 高いポテンシャルを持った立地環境

Ⅰ 千葉市の概要
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企業立地 ～研究開発・製造サービス業と多岐にわたる産業集積都市～
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千葉大亥鼻イノベーションプラザ（平成19年9月開設）

千葉市ビジネス支援センター（平成19年10月開設）
（ビジネスインキュベート施設）

産学連携による新事業創出（医工連携分野）を目指す
インキュベート施設。
【千葉大学医・薬学部敷地内に立地】

・延べ１６企業等が入居（うち１２企業等が入居中）
→ 卒業企業 ２社 が市内定着

開設４年目で、着実に実績を上げつつある。

あらゆる業種の有望ベンチャー企業を総合的に
サポートするインキュベート施設。
【複合総合施設「Qiball(きぼーる）」内に立地】

・延べ８５企業が入居（うち２６企業が入居中）
→ 卒業企業３９社 が市内定着

市内経済の活性化に寄与する安定した実績。

（主なインキュベート施設）

ベンチャー企業の育成促進 ～数々の有望企業が生まれ、羽ばたく～

Ⅰ 千葉市の概要



○ 人口増加率は、政令市でトップクラスの４．１％増（全政令市中第３位）

○ 全国平均と比べ、若い人口構成

（千人）
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【出典：平成22年国勢調査速報】
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千葉市のポテンシャル (1) ～人口増加率政令市トップクラス～
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○財政力は、政令市の中で上位（財政力指数政令市中第６位）
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財政力指数政令市比較（平成23年度）

1.041 
1.013 0.995 0.984 0.984 0.961 

0.912 0.900 
0.857 0.852 0.835 0.829 

0.804 
0.754 0.742 0.734 

0.695 0.691 0.689 

0.000 

0.200 

0.400 

0.600 

0.800 

1.000 

1.200 

川
崎
市

名
古
屋
市

さ
い
た
ま
市

相
模
原
市

横
浜
市

千
葉
市

大
阪
市

静
岡
市

浜
松
市

仙
台
市

福
岡
市

堺
市

広
島
市

京
都
市

岡
山
市

神
戸
市

新
潟
市

札
幌
市

北
九
州
市

Ⅰ 千葉市の概要

※千葉市の平成２３年度は、人口増に伴う財政需要の増等により、普通交付税は前年度より４５億円増加

千葉市のポテンシャル (2) ～高い財政力～



市税

1 ,695 

(45.6)

諸収入

その他

583 

(15.7)

国県支出金

613 

(16.5)

市債

570

(15.3)

地方交付税･

地方譲与税

79

(2 .1)
その他

176 

(4 .7)

自主財源

2,278 

(61.3)

依存財源

1,438

(38.7)

単位：億円

（構成比：％）

580
(15.6)

745
(20.1)

609
(16.4)

365(9.9)

425
(11.5)

406
(10.9)

574
(15.5)

1,934 
(52.2)

367
(9.9)

1,405 
(37.9)

義務的経費

扶助費

公債費
普通建設

事業費

物件費

補助費等

その他

その他の経費

投資的経費

人件費

歳入総額

3,716

歳出総額

3,706

○実質収支は、3億1千万円の黒字

○５年ぶりの普通交付税交付(43億円)団体

○人件費は定員削減や給与等の抑制により

前年度比△49億円

○扶助費は子ども手当、生活保護費等の影響

により前年度比＋163億円

歳出 3,706億円歳入 3,716億円

平成22年度 普通会計決算
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歳入 ① ３，７１５億６千万円

歳出 ② ３，７０５億７千万円

形式収支（①－②） ③ 　　　　９億９千万円

翌年度へ繰越すべき財源 ④ 　　　　６億８千万円

実質収支（③－④） ⑤ 　　　　３億１千万円

Ⅱ 財政状況について

○当初予算編成前（平成21年10月）に見込まれた２７０億円の収支不足に加え、その後の経済情勢の悪化に伴い、
収支不足は３００億円を超えるものとなり、平成２２年度当初予算においては、退職手当の一部の計上を見送る
など非常に厳しい状況でした。

○そのため、財政健全化プランに取り組み、歳入確保に万全を期すとともに、歳出においても最小の経費で最大の
効果を上げるため、全ての職員が危機意識を持って、創意工夫により効率的な予算執行に努めました。
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【平成22年度普通会計決算】

市税収入割合の推移

継続的に政令市平均を大幅に上回る厚い

税収基盤

歳入構成割合の政令市比較

自主財源である市税収入が、歳入全体に占め

る割合は45.6％で政令市の中で上位

歳入の特徴 (1) ～強固な税収基盤～
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Ⅱ 財政状況について
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（ 億円 ）

※H23は当初予算

市税収入の減尐幅は、政令市平均より小さい

【平成22年度決算（対平成21年度比）】

市税△1.7％（政令市平均△4.4％）

個人市民税△5.1％（政令市平均△9.9％）

歳入の特徴 (2) ～バランスのとれた税収構造～

8

37.2 
32.6 

9.7 

10.6 

38.9 
41.4 

7.4 8.3 

6.8 7.1 

0%

25%

50%

75%

100%

千葉市 政令市平均

資

産

課

税

所

得

課

税
個人市民税

法人市民税

固定資産税

都市計画税

その他

市税構造の政令市比較主な税目別内訳の推移

税目別の構成割合では所得課税と資産課
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Ⅱ 財政状況について

【平成22年度普通会計決算】
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歳出の特徴 ～人件費縮減、扶助費増加～

○義務的経費のうち人件費は、定員削減や給与カットにより、着実に縮減しています。
一方で、公債費は、依然として高い水準で推移しており、扶助費は、生活保護費等の影響で増加傾向にありま
す。特に平成２２年度は子ども手当の影響により大幅に増加しています。

○投資的経費は、市民生活に身近な社会資本整備は着実に実施しながらも、平成２０年度以降は財政健全化の観
点から、普通建設事業をより一層厳選しているため、減尐しています。
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※普通会計ベース、H23は当初予算

歳出（性質別）の推移 普通建設事業費の推移
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※普通会計ベース、H23は当初予算

Ⅱ 財政状況について



○平成２０年度から将来負担の軽減を図るため、市債発行額（建設事業債等）を抑制

ただし、平成２２年度は土地開発公社の解散に伴う第三セクター等改革推進債の発行のため増額

※第三セクター等改革推進債とは、第三セクター等の改革推進に係る整理・再生に必要な経費の資金措置として、平成21年度に

創設された地方債で、発行が可能な期間は平成21年度～25年度です。

市債（新発債）発行額（普通会計）
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※普通会計ベース、H23は当初予算

（億円）

Ⅱ 財政状況について



市債残高（普通会計）
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5,367 5,494 5,618 5,712 5,787 6,001 5,891 5,761 5,568 
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市債残高

（億円）

○建設事業債の残高は、平成２０年度以降着実に縮減
一方で、臨時財政対策債の増加に伴い、市債残高の総額は増加

○公債費は高い水準で推移

※普通会計ベース

Ⅱ 財政状況について
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※平成23年度以降は、一定条件による積立・取崩を想定

○市債管理基金の運用益は、公債費の軽減に括
用しています。

○平成２２年度より、地方債を中心とする債券運用
をスタートしました。１０年債によるラダー型運用
を基本とし、毎年度５０億円程度を購入していく
予定です。

○市場公募債等将来の満期一括償還に備え、ルールに基づき着実に積立を行い、償還財源を確保しています。

○しかしながら、極めて厳しい財政状況における収支不足を解消するため、平成１５年度からやむを得ず市債

管理基金の一部を借り入れています。

○なお、財政健全化プランにおいて平成２４年度以降、２０億円ずつ返済することとしています。

Ⅱ 財政状況について
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H18 H19 H20 H21 H22 H23予算

新規設定額 支出予定額

○債務負担行為は、㈶千葉市都市整備公社による学校の立替施工や公共施設の計画的な整備を図るために活用して

いるほか、学校給食センターなどのＰＦＩ事業にも効果的に活用しています。

○しかしながら、財政健全化の観点から、債務負担行為活用事業の厳選を図り、設定額の抑制に取り組んでいます。

なお、平成２３年度から、㈶千葉市都市整備公社に対する債務負担行為の設定を行わないこととしました。

債務負担行為（建設事業分）

債務負担行為新規設定額と支出予定額の推移（全会計）

13※ＰＦＩ事業の運営費など通常の建設事業費以外のものを除く

Ⅱ 財政状況について

新規設定額
（億円）

支出予定額
（億円）

都市整備公社
に対する債務
負担行為の設
定を取り止め



○特別会計 （ 億円 ）

会　　　計　　　名
歳入決算額

(a)
歳出決算額

(b)
形式収支

(c): (a)-(b)
翌年度繰越財源

(d)
実質収支
(c)-(d)

国民健康保険事業 785 904 △ 119 0 △ 119

老人保健医療事業 0 0 0 0 0

介護保険事業 415 414 1 0 1

後期高齢者医療事業 66 66 0 0 0

母子寡婦福祉資金貸付事業 3 3 0 0 0

霊園事業 6 6 0 0 0

農業集落排水事業 5 5 0 0 0

競輪事業 125 125 0 0 0

中央卸売市場事業 10 10 0 0 0

都市計画土地区画整理事業 6 6 0 0 0

市街地再開発事業 14 14 0 0 0

動物公園事業 12 12 0 0 0

公共用地取得事業 10 10 0 0 0

学校給食センター事業 22 22 0 0 0

公債管理 1,527 1,527 0 0 0

計 3,004 3,122 △ 118 0 △ 118

※各会計毎に表示単位未満を四捨五入しているので、合計と一致しない場合がある。

○企業会計 （ 億円 ）

会　　　計　　　名 総　収　益 総　費　用 純　損　益

病院事業 169 166 3

下水道事業 224 209 15

水道事業 19 19 0

計 412 394 18

平成22年度 特別会計・企業会計決算

14

国民健康保険事業特別会計の赤字について

被保険者数の増加に伴い保険給付費が増加
したことや保険料の徴収率が減尐したことな
どから、単年度では４４億円、累計で１２０
億円の収支不足となりました。
今年度中に「国民健康保険事業健全化計画

（仮称）」を策定し、国民健康保険事業の健
全化に向けた取組みを推進していきます。

Ⅱ 財政状況について



健全化判断比率

15

区 分 実質赤字比率
連結実質
赤字比率

実質公債費
比率

将来負担比率

平 成 2 2 年 度 － 2.87 21.4 285.3

平 成 2 1 年 度 － 0.44 21.1 306.4

平 成 2 0 年 度 － － 20.1 309.6

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0

財 政 再 生 基 準 20.00 35.00 35.0

（％）

実質公債費比率

５年ぶりに普通交付税交付団体にな
ったことに伴う標準財政規模の増加等
により、単年度比率は21年度に比べ1.1
ポイント減尐したものの、3か年平均で
は0.3ポイント増加しました。

将来負担比率

将来負担額の減（公営企業債繰出見
込額等）及び充当可能財源の増（基準
財政需要額算入見込額等）により、将
来負担比率は21.1ポイント減と大幅に
減尐しました。

連結実質赤字比率

国民健康保険事業の赤字の累増により連結実質赤字額が増加し
たことから、連結実質赤字比率は2.43ポイント増加しました。

Ⅲ 財政健全化への取組み



＜歳入確保対策＞

① 市税等の歳入確保
② 公共料金の改定及び設定
③ その他の自主財源の確保

＜歳出削減対策＞

① 人件費の削減
② 市単独扶助費の見直し
③ 補助金の削減
④ 事務事業の見直し
⑤ その他の歳出削減

＜将来に向けた財政健全化への取組み＞

① 市債発行の抑制による市債残高の圧縮
② 債務負担行為設定の抑制
③ 基金からの借入の抑制
④ 経常収支比率の改善
⑤ 実質公債費比率及び将来負担比率の改善

財政の健全化に向けて、取組項目や数値目標などを明示した「千葉市財政健全化プラン」を
平成２２年３月に策定 【計画期間：平成２２年度～２５年度】

財 政 健 全 化 の 取 組 項 目

16
Ⅲ 財政健全化への取組み

数 値 目 標

財政健全化プラン

参考
（H20年度の状況）

　市税徴収率 94.5% 92.0%

　国民健康保険料徴収率 74.5% 71.4%

　保育料徴収率 94.8% 92.6%

　住宅使用料徴収率 84.0% 76.8%

　下水道使用料徴収率 94.2% 93.9%

H21を基準として、恒常的な補
助金を10%以上削減

75億円

建設事業債（普通会計）を各
年度210億円以内に抑制

233億円

H21を基準として、建設事業債
等（全会計）の残高を800億円
以上圧縮

9,449億円

94.5%以下に低減 96.3%

25%未満に抑制 20.1%

　将来負担比率の低減 270%以下に低減 309.6%

　実質公債費比率の抑制

数 値 目 標 （ H25 年 度 ）

徴

収

率
 


　補助金の削減
　※中小企業資金融資利子補給金及び

　　企業立地促進事業補助金を除く

　市債発行の抑制

　市債残高の圧縮

　経常収支比率の低減



Ⅰ　取組みの効果額 （百万円）

Ｈ22計画 Ｈ22実績

4,912 827

(1) 市税等の歳入確保 1,296 631

(2) 公共料金の改定及び設定・市有資産の活用 3,616 196

8,818 9,477

(1) 人件費の削減 3,646 4,640

① 定員の見直し 433 812

② 給与等の抑制 3,213 3,828

(2) 市単独扶助費の見直し 284 352

(3) 補助金の削減 402 398

(4) 事務事業の見直し 4,220 3,842

(5) その他の歳出削減 266 245

① 13,730 10,304

Ⅱ　その他の財源対策 （百万円）

Ｈ22計画 Ｈ22実績

(1) 地方交付税 3,480 4,576

(2) 臨時財政対策債 6,400 4,441

(3) 県単補助金の確保 110 84

(4) 基金からの借入 3,000 3,000

② 12,990 12,101

③ 0 5,308
(注） その他の効果には、市税の自然増収分や効率的な予算執行により生じた効果などを含む。

26,720 27,713

その他の効果

合計　（①＋②＋③）

 １　歳入確保対策分　　A

 ２　歳出削減対策分　　B

小計　　A＋B

小計

財政健全化に向けた様々な取組みを行った結果、プラン策定時（平成２２年３月）に見込まれていた２７０億
円の収支不足を解消し、形式収支は１０億円のプラスとなり、全体としては取組みの効果が得られました。実質
公債費比率は21.4％で、「脱・財政危機宣言」（平成２１年１０月）における23.2％を下回りました。
しかしながら、国民健康保険料の徴収率など目安・計画を下回った項目もあることから、今年度は、外部有識

者の意見や新たな取組みを反映したプランの見直しを行い、更なる財政健全化に取り組みます。
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財 政 健 全 化 に 向 け た 取 組 み の 効 果

形式収支が
+10億円

財政健全化プランの取組結果（平成22年度）(1)

計画を上回
る効果額

※職員数は、各年度4月1日現在のもの（H24以降は目安値）

7,587 

7,493 

7,375 

7,326 

7,247 

7,181 
7,160 

7,000 

7,100 

7,200 

7,300 

7,400 

7,500 

7,600 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（人）

26年４月１日までに

215人純減

H23.4.1 目標値

7,340人

目標達成

職員数の見直し

○定員適正化計画（H22.4.1～H26.4.1）の期間において、事務
事業の整理合理化などにより、全職員数を215人純減

Ⅲ 財政健全化への取組み
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数 値 目 標 の 進 捗 状 況

【主な取組結果】

○市税徴収率
滞納整理は着実に進んでいるものの、長引く景気低迷の中、目安を下

回りました。
今後は、初期滞納者や長期滞納者など段階別の目標設定、滞納整理の

実施等に取り組みます。

○国民健康保険料徴収率
電話催告や初期滞納者への訪問徴収などの取組みにより、現年分徴収

率は前年度と比較して上昇しましたが、滞納繰越分徴収率が前年度より
低下したため、全体としても目安の徴収率を下回りました。

今後は、初期滞納者への催告及び徴収の強化、高額滞納世帯に対する
財産調査及び差押えの強化、国民健康保険財政健全化計画（仮称）策定
による収支の改善に取り組みます。

○保育料徴収率
民間委託の活用、口座振替の勧奨及び長期滞納者に対する差押強化等

に取り組んだ結果、滞納整理は着実に進んでいるものの、長引く景気低
迷の影響などもあり、目安の徴収率を下回りました。

今後は、口座振替の勧奨、徴収嘱託員による臨戸徴収、長期滞納者へ
の更なる徴収強化に取り組みます。

○補助金の削減
恒常的な補助金を1.1億円削減しました。

○市債発行の抑制
事業の厳選などにより、建設事業債の発行を210億円以内に抑制しま

した。

○市債残高の圧縮
土地開発公社の解散に伴い、三セク債（125億円）を発行しましたが、

その他の市債発行を抑制したことにより、残高を137億円圧縮しました。

財政健全化プランの取組結果（平成22年度）(2)

Ⅲ 財政健全化への取組み

H22目安（※） H22実績 （参考）H21

　市税徴収率 94.5% 93.0% 92.7% 92.3%

　国民健康保険料徴収率 74.5% 72.4% 68.8% 69.3%

　保育料徴収率 94.8% 94.3% 93.7% 93.1%

　住宅使用料徴収率 84.0% 79.5% 78.3% 78.1%

　下水道使用料徴収率 94.2% 94.1% 94.3% 93.9%

H21を基準として、恒常的な補
助金を10%以上削減 -

H21に比べ
△1.5％

-

建設事業債（普通会計）を各年
度210億円以内に抑制 - 204億円 241億円

H21を基準として、建設事業債
等（全会計）の残高を800億円
以上圧縮

-
137億円
圧縮

H21末残高
9,310億円

94.5%以下に低減 - 97.7% 99.2%

25%未満に抑制 - 21.4% 21.1%

　将来負担比率の低減 270%以下に低減 - 285.3% 306.4%

※H22目安とは、プラン策定時におけるもので、H25目標を達成するための目安です。

　実質公債費比率の抑制

数 値 目 標 （ H25 年 度 ）

徴

収

率
 


　補助金の削減
※中小企業資金融資利子補給金
及び企業立地促進事業補助金を除く

　市債発行の抑制

　市債残高の圧縮

　経常収支比率の低減



7,401
7,483 7,511 7,475 7,438

7,367
7,278

7,195
7,103

7,035
6,948

6,877
6,800

21.1% 21.4%
20.5% 20.3% 20.4%

21.4%

22.4%
21.9% 21.9%

20.6%
21.0%

20.3%
19.8%

17.0%

19.0%

21.0%

23.0%

25.0%

27.0%

29.0%

6,300

6,500

6,700

6,900

7,100

7,300

7,500

7,700

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

市債残高（億円） 実質公債費比率（H23.9月時点） 実質公債費比率（H23.3月時点）

計画期間 平成２３年度から平成３３年度までの１１年間

実質公債費比率が高い要因･･･政令市移行（平成４年度）後の都市基盤整備や景気対策などに多額の市債を
発行したため、その償還がピークを迎え、比率上昇の主な要因となっている。

適正化に向けた対策･･･ ○建設事業債の発行を抑制

○債務負担行為による活用事業を厳選し、設定額を抑制

○市債管理基金からの借入金を平成２４年度以降、毎年度２０億円返済

実質公債費比率の見込み

公債費負担適正化計画（平成23年9月更新）
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計画におけるﾋﾟｰｸ（H27年度）
H23.3月時点 24.2％ → H23.9月時点 22.4％

（億円）

24.2％

Ⅲ 財政健全化への取組み

※H23年度以降の比率については、H23年度の普通交付税の算定を踏まえ、標準財政規模（分母）の増加を反映したこと
等により、Ｈ23.3月時点より下がっている。



自主財源

2,294 

(64.0)

依存財源

1,288

(36.0)

市税

1,710 

(47.7)

諸収入その他

584 

(16.3)

国県支出金

653 

(18.2)

市債

371 

(10.3)

88 

(2.5)

その他

176 

(4.9)

単位：億円

（構成比：％）

823
(23.0)

593
(16.5)

569
(15.9)

431
(12.0)

250
(7.0)

622
(17.4)

1,985 
(55.4)

294
(8.2)

1,303 
(36.4)

義務的経費

人件費

扶助費

公債費普通建設

事業費

物件費

補助費等

その他

その他の経費

投資的経費

歳入総額

3,582

歳出総額

3,582

地方交付税・

地方譲与税

○ 予算規模は、前年度に比べ７８億３，０００万円の増

（２．２％増）

歳出 3,582億円歳入 3,582億円
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【前年度に比べ増額となる主な要因】
・子ども手当支給 約５３億円の増
・生活保護費 約４３億円の増

当初予算（一般会計）

Ⅳ 平成23年度予算



○ 市税は増収の見込

○ 財政調整基金など基金の残高がわずか

○ 市債発行額の可能な限りの抑制の必要性

○ 子ども手当や生活保護費などの扶助費が増額の見込

○ 景気対策への的確な対応の必要性

○ 経常的経費の削減などを行っても約１３５億円の収支不足の見込

21

（１）あらゆる歳入確保及び既存事業の徹底した整理・合理化

（２）優先順位や緊急性を十分に勘案した事業の厳選

（３）地域の活性化に資する景気対策や中小企業支援、将来への投資として医療、

子育て、教育、介護、絆社会の再生などを重点的に推進

（４）国の補正予算に的確に対応し、校舎・屋内運動場をはじめとする市民生活に

身近な社会資本の整備などを切れ目なく実施

予算編成の基本方針

Ⅳ 平成23年度予算

予算編成の基本的考え方



○財政健全化プランの取組み

・歳入確保対策

市税収入等の確保、広告料収入の確保、市有資産の活用、など

・歳出削減対策

人件費の削減、補助金の削減、事務事業の更なる見直し、など

○行政改革推進プランにおける重点的推進項目

・人的コストの見直し

新たな定員適正化計画に基づく職員数の削減や、時間外勤務縮減のため、内部事務を廃止・縮減

・公有財産の有効活用と管理の最適化

公有財産管理について、横断的にマネジメントを行う組織を設置し、資産の効率的な活用と

維持管理コストの適正化を推進 （平成２３年４月資産経営部を新設）

○予算の執行方針
・平成２３年３月３０日付（財政局長通知）

「全ての職員が業務の効率化に徹するとともに、「市民目線」、「納税者の視点」に立ち、創意と工夫をもって取り組
み、歳入確保に万全を期すことはもとより、歳出においても、予算使い切り防止や無駄の排除など公金認識の徹底を
図り、「最尐の経費で最大の効果をあげる」よう、適正かつ計画的な予算執行に努めること」

・平成２３年５月１１日付（財政局長通知）
「東日本大震災による被害の復旧や震災からの復興、被災者への支援に多大な財政需要が見込まれるほか、経済・生産
活動の停滞による税収等への影響が避けられない状況であることなどから、当面の震災への対応に加え、予算の執行
段階における創意工夫や経費節減に最大限努めること」
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事業の見直しを進める一方で、限られた財源の中でも、未来を守る投資として優先すべき雇用対策や中小企業
支援、医療、子育て、教育、介護、絆社会の再生などの施策に重点的に予算を配分（総額約３８億円）

予算執行に当たっての取組内容

Ⅳ 平成23年度予算

予算執行における取組み
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○発行する市債の８割超は民間資金で調達（借換債を含む）

○財政健全化プランのとおり、建設事業債（普通会計）は各年度２１０億円以内に抑制す
る目標を定めているが、借換債は今後とも安定的に発行していくため、民間資金の発行
ロットは、各年度６００億円～９００億円程度と想定 → 発行ロットの確保！

○市債管理基金への確実な積立て

○市場のニーズを踏まえた発行年限や償還方法の多様化

○参入意向も踏まえた引受シ団の編成（平成２３年度新規参入３社）

★日常的な財政状況等の説明に加え、投資家の皆さまへのＩＲや格付けの取得により、
市場と向き合った市債の発行に努めて参ります！

【参考】
平成23年度市場公募債発行計画 530億円（個別（10年）200億円、共同(10年)300億円、市民（5年）30億円）
平成22年度市場公募債発行実績 630億円（個別（10年）100億円、個別（5年）200億円、共同(10年)300億円、市民（5年）30億円）

平成23年度銀行等引受債発行計画 300億円程度（発行年限や償還方法は確定していません）
平成22年度銀行等引受債発行実績 393億円（5年129億円、10年45億円、20年214億円、その他5億円）

Ⅴ 千葉市債について

千葉市の起債戦略（民間資金）



平成23年度市場公募債発行計画 530億円（個別・住民 230億円、共同 300億円）

（億円）

発行月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

個別債（10年） 100 100 200

住民債（ちば市民債・5年） 30 30

共同債（10年） 90 90 60 60 300

合計 100 90 90 60 60 100 30 530

市場公募債発行実績（共同債を除く）

個別債 住民債（ちば市民債）

発行年月 償還期間 発行額 表面利率 発行価格 発行年月 償還期間 発行額 表面利率 発行価格

H23年4月 10年 100億円 1.37% 99.99円 H22年11月 5年 30億円 0.42% 100円

H22年10月 10年 100億円 0.92% 99.98円 H21年11月 5年 30億円 0.82% 100円

H22年4月 5年 200億円 0.61% 99.98円 H20年12月 5年 30億円 1.02% 100円

H21年5月 10年 100億円 1.56% 99.96円 H19年11月 5年 50億円 1.24% 100円

H21年4月 10年 200億円 1.59% 99.98円 H18年11月 5年 50億円 1.36% 100円

市場公募債 (1)

24
Ⅴ 千葉市債について

東日本大震災により被災した市内の道路の復旧等に
充当します
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（億円）

Ⅴ 千葉市債について

市場公募債の発行額の推移

※全会計ベース
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銀行等引受債

①プロポーザル（提案募集）の実施
金融機関から様々な借入条件の提案

②超長期債の導入
一般会計で２０年債を発行

③証書形式において引受シンジケート団を組成（シンジケートローン）

平成２２年度の新たな取り組み
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※全会計ベース

Ⅴ 千葉市債について

銀行等引受債については、市場のニーズも踏まえ新しい取組みを行い、将来の公債費負担や事務負担の軽減に
努めています。

（億円）

銀行等引受債の発行額の推移



○格付けが「Ａ＋」である理由

（１）安定した自主財源基盤を持ち、比較的安定した税収が見込まれる。

（２）財政運営において、財政規律が強く意識されている。

一方で、

（３）国からの移転収入への依存度が高まりつつある。

（４）債務負担は国際的にみて非常に重い。

○アウトルックが「安定的」である理由

（１）景気低迷下でも比較的強固で安定した自主財源基盤がある。

（２）経常的な歳出、投資的経費及び債務の削減を通じた財政健全化に取り組んでいる。

[平成２３年１０月]

Ａ＋ アウトルック：安定的（スタンダード・アンド・プアーズ社）
（平成１９年度から依頼格付けを取得）

市税等の徴収率の向上による歳入増、市債発行の抑制など、一層の財政健全化に取り組み
ます。
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Ⅴ 千葉市債について

千葉市の格付け
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（億円）

（参考資料）

資金別市債発行額の推移

※歳入年度ベース
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（億円）

（参考資料）

※公営企業分とは、病院会計、上・下水道会計、市場会計、動物公園会計など



30

（百万円）

財政調整基金 1,579 1,093

市債管理基金 43,179 59,586

緑と水辺の基金 2,922 2,801

社会福祉基金 232 188

文化基金 130 46

地域環境保全基金 611 544

市庁舎整備基金 3,578 3,589

リサイクル推進基金 131 58

地下水浄化事業推進基金 42 36

都市モノレール基金 211 68

マリン基金 ― 113

美術品等取得基金 1,007 1,010

介護給付準備基金 1,523 912

競輪事業基金 175 166

介護従事者処遇改善
臨時特例基金

144 2

合　　計 55,464 70,212

※残高は各年度5月末現在

※一般会計への貸付金（平成21年度：267.4億円、平成22年度：297.4億円）を含む

平成22年度末残高平成21年度末残高基　金　名

基金残高の状況

マリン基金の新設

ＱＶＣマリンフィールド（千葉
マリンスタジアム）の人工芝の張
替やトイレの改修など大規模な施
設改修には、多額の経費が必要と
なるため、その一部にファンから
の募金・寄附金を活用させていた
だくことを主な目的としてマリン
基金を設置しました。

平成２２年度は、千葉ロッテマ
リーンズが日本一に輝いたことも
あり、１億円を超える寄付が集ま
りました。

（参考資料）



外郭団体一覧 H23年3月末現在　（百万円）

基本金 本市 本市 H22 H22

（資本金） 出資額 出資率 経常損益 正味財産

千葉市国際交流協会 301 300 99.7% △ 2 316

千葉市都市整備公社 300 300 100.0% 42 1,165 37,469

千葉市文化振興財団 20 20 100.0% 7 123

千葉市保健医療事業団 170 120 70.6% 0 175

千葉市産業振興財団（※1） 200 183 91.4% △ 4 274

千葉市みどりの協会 1 1 100.0% 50 251

千葉市動物公園協会 20 20 100.0% △ 21 91

千葉市防災普及公社 200 200 100.0% △ 2 240

千葉市教育振興財団 215 200 93.0% 61 435

千葉市スポーツ振興財団 220 200 90.9% 35 604

千葉市土地開発公社（※2） 100 100 100.0% 0 115

千葉市住宅供給公社 100 100 100.0% 45 155

千葉ショッピングセンター 50 20 40.0% 170 1,589

千葉経済開発公社 100 40 40.0% 57 1,023

千葉都市モノレール 100 91 91.4% 462 2,691

千葉マリンスタジアム 200 92 46.2% △ 25 107

○損益計算書を作成していない民法法人は、「経常損益」欄には一般正味財産増減の部の当期経常増減額を記入している。

（※1）勤労者福祉サービスセンターと平成23年3月1日付で合併
（※2）平成23年3月末で解散

債務保証及び損

失補償契約に係

る債務残高

株式会社
(4団体)

設立形態 名称

財団法人
(10団体)

その他
（2団体）

○外郭団体は、「外郭団体経営見直し指針」に基づき、「経営改善計画」を策定し、経営の見直しに取り組んで

います。

○また、千葉市土地開発公社は、第三セクター等改革推進債の活用により平成２２年度末に解散しました。これ

により、債務が低い利率で固定化し、本市財政の将来負担が軽減されました。

○さらに、千葉市動物公園協会については、平成２３年度末までに解散する予定です。

外郭団体の経営状況
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（参考資料）



千葉市ではシティセールスの

推進に取り組んでいます。

お問合せ先
千葉市財政局財政部資金課 資金班
〒260-8722 千葉市中央区千葉港1番1号

TEL：043-245-5078
FAX：043-245-5535
E-mail：shikin.FIF@city.chiba.lg.jp 

http://www.city.chiba.jp/zaiseikyoku/index.html

※当資料は、千葉市債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、千葉市の財政状況等について説明
することを目的とするものであり、特定の債券の売り出し、または募集を意図するものではありません。

検見川の浜

ＱＶＣマリンフィールド

昭和の森公園

フクダ電子アリーナ


